
栃木県後期高齢者医療広域連合の平成19年度決算は、次のとおりです。 

 

Ⅰ 一般会計 

１ 決算の状況 

 〔決算総額〕                         （単位：円、％） 

区 分 
平成19年度 
決算額 

平成18年度 
決算額 比較増減 増減率 

１ 歳入決算額 1,125,200,484 14,176,321 1,111,024,163 7,837.2

２ 歳出決算額 1,072,292,934 12,049,160 1,060,243,774 8,799.3

３ 歳入歳出差引額
（１－２） 52,907,550 2,127,161 50,780,389 2,387.2

４ 翌年度繰越財源 0 0 0 － 

５ 実質収支額 
（３－４） 52,907,550 2,127,161 50,780,389 2,387.2

栃木県後期高齢者医療広域連合は、平成19年2月1日に新規の特別地方公共団体とし

て設立されました。平成19年度の予算は、平成20年度から開始された後期高齢者医療

制度を円滑にスタートさせるための諸準備事務にかかる経費を計上しました。 

この予算の執行結果（決算額）は、次のとおりです。 

歳入 1,125,200,484円 

歳出 1,072,292,934円 

平成19年度決算における歳入歳出差引額（形式収支）は52,907,550円となり、また、

翌年度へ繰り越すべき財源は0円であったため、実質収支も52,907,550円の黒字決算

となりました。 

これら歳入歳出決算の概要は、次のとおりです。 

 

２ 歳入決算の状況 

〔歳入決算総括表〕                      （単位：円、％） 

款 
平成19年度 
決算額 

平成18年度 
決算額 比較増減 増減率 

１ 分担金及び負担金 453,031,000 11,920,000 441,111,000 3,700.6

２ 国庫支出金 669,740,476 － 669,740,476 皆増

３ 繰越金 2,127,161 － 2,127,161 皆増

４ 諸収入 301,847 2,256,321 △1,954,474 △86.6

合 計 1,125,200,484 14,176,321 1,111,024,163 7,837.2

○分担金及び負担金 

・市町負担金 

広域連合構成市町負担金（３１市町分） 453,031,000円 
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○国庫支出金 

・国庫補助金 

老人医療費適正化推進費補助金 31,250,000円 

後期高齢者医療制度円滑導入臨時特例交付金 638,490,476円 

○繰越金 

・繰越金 

前年度繰越金 2,127,161円 

○諸収入 

・諸収入 

普通預金利子 292,393円 

・雑入 

臨時的任用職員雇用保険料個人負担金 9,454円 

 

３ 歳出決算の状況 

〔歳出決算総括表〕                      （単位：円、％） 

款 
平成19年度 
決算額 

平成18年度 
決算額 比較増減 増減率 

１ 広域連合議会費 1,137,139 233,839 903,300 386.3

２ 広域連合総務費 182,194,222 11,657,821 170,536,401 1,462.8

３ 広域連合事業費 888,961,573 157,500 888,804,073 564,320.0

４ 予備費 0 0 0 － 

合 計 1,072,292,934 12,049,160 1,060,243,774 8,799.3

○広域連合議会費 

・議会費 

報酬 778,334円（議員報酬） 

旅費 293,700円（議員費用弁償） 

役務費 8,925円（筆耕翻訳料） 

使用料及び賃借料 56,180円（議会議場使用料） 

○広域連合総務費 

・総務管理費 

報酬 116,000円（特別職報酬） 

共済費 206,425円（社会保険料、労働保険料） 

賃金 1,577,300円（臨時的任用職員） 

報償費 165,600円（運営懇談会委員報償金） 

旅費 342,340円（運営懇談会委員費用弁償、個人情報公開保護審査会委員費

用弁償、職員旅費） 

需用費 4,007,180円（消耗品費、燃料費、食糧費、印刷製本費、光熱水費） 
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役務費 1,844,171円（通信運搬費、火災保険料、自動車保険料、広告料） 

委託料 5,437,082円（制度広報用テレビＣＭ作成・放送、制度広報パンフレ

ット作成業務、事務所移転作業業務等） 

使用料及び賃借料 7,725,480円（庁舎使用料、ＯＡ機器リース料等） 

工事請負費 298,305円（新事務所内電話設置工事） 

備品購入費 2,093,698円（電話機、事務用机・椅子、掃除機等） 

負担金補助及び交付金 157,139,521円（派遣職員人件費負担金等） 

積立金 1,130,000円（財政調整基金積立金） 

・選挙管理委員会費 

報酬 36,800円（選挙管理委員会委員報酬） 

旅費 13,200円（委員費用弁償） 

使用料及び賃借料 4,620円（会議室使用料） 

・監査委員費 

報酬 40,000円（監査委員報酬） 

旅費 16,500円（委員費用弁償） 

○広域連合事業費 

・事業費 

旅費 217,050円（職員旅費） 

需用費 1,743,798円（消耗品費、印刷製本費） 

役務費 2,316,087円（通信運搬費） 

委託料 190,341,649円（電算システム構築業務、電算システム保守業務、 

被保険者証作成業務等） 

使用料及び賃借料 45,968,160円（電算システム機器リース料等） 

工事請負費 9,572,713円（電算システム配線工事等） 

備品購入費 311,640円（ＤＶＤドライブ等） 

積立金 638,490,476円（後期高齢者医療制度臨時特例基金積立金） 
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